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Ⅰ．行政政策研究分野   



1．行政政策研究事業  
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研究事業名：政策科学総合研究事業  

所管課：政策統括官付政策評価官室、統計情報部人口動態・保健統計課保健統計室  

①研究事業の目的   

本研究事業は人文一社会科学系を中心とした人口・少子化問題、社会保障全般   

に関する研究等に積極的に取り組み、社会保障を中心とした厚生労働行政施策の   

企画立案及び推進に資することを目的とする。  

②課題採択1資金配分の全般的状況  

事業予算額 333，304干円（対平成20年度予算比88．4％）  

申請件数  112 件  
採択件数  51 件  

③研究成果及びその他の効果  

本研究事業では、制度設計、政策立案に資する観点から、省内関係部局と調整   

の上で様々な視点から真に必要で緊急性の高い課題について、理論的1実証的研   

究を実施し、施策の企画立案及び推進に寄与する研究結果を得た。   

・喫煙、運動等の生活習慣や血圧等の健診結果と平均余命・生涯医療費との関係  

を、約5万人のコホート（40歳～79歳の国民健康保険加入者が対象）を用い  

て定量的に解析し、良好な生活習慣及び適正体重等が、寿命の延長及び生涯医  

療費の減少と関連している可能性が示唆され、これまでの医療制度改革の重要  

性を裏打ちする結果を得た。  

・独自のモデルを用いた産業連関分析により、医療・介護・福祉の生産誘発効果  

を算出することで、医療・介護・福祉活動の経済波及効果は産業全体で見ても  

高いことを明らかにし、各分野への財政支出を検討する上での参考資料となる  

結果を得た。  

・「国民生活基礎調査」等の大規模調査の個票分析や独自の全国調査の分析によ  

って、低所得者層における社会保険一公的扶助の実態把握を行い、その結果を  

基にしたマイクロシュミレーション等により、制度検討に当たって有用な知見  

を明らかにした。  

・医療・介護保険・健診の統合的データベース構築とその分析が制度的・技術的  

に可能であることを立証し、現場マネジメントの推進と地域特性を踏まえた医  

療関係計画等への活用の可能性を示した。  

・ベルギー等で用いられている保育の質評価を調査・研究し、子どもを主体にし  

た保育の質を評価する尺度の日本版を開発した。また、それら用いた研修の有  

効性を検討し、全国的な保育者の資質向上に資する結果を得た。   

t 医療費適正化に資する観点から、受診歴と健診歴を分析することによって、特  

定健診を重点的に勧奨するべき対象を発見する手法を開発し、一部の地方自治  

体の健康日本21計画等に活用された。  

・生活保護受給有子世帯における自立支援プログラムの活用状況と収入等の関  

係を分析し、自立支援プログラムの効果を明らかにした。  
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原著論文（件）  その他論文（件）  学会発表（件）  その他（件）  

④課題と今後の方向性   

本研究事業は、ここ数年研究責縮減が行われ続けている。このため、事前評価   

においては厚生労働行政の政策立案■運営、統計情報の整備及び利用の総合的な   

促進に資することが十分に見込めるテーマを厳選し、中間評価においては、必要   

に応じて研究内容・方向性や期間の見直しを行うことで、研究費の有効活用を図   

るとともに、必要な研究費の確保に努める。  
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研究事業名：地球規模保健課題推進研究事業  

所管課：医薬食品局 大臣官房国際課 大臣官房厚生科学課  

研究事業の目的  

1．地球規模保健課題推進研究事業  

我が国においてこれまで蓄積してきた保健医療分野の知見や経験を活かし、先   

端的な科学技術を活用することにより、諸外国への貢献を図ること、及びアジア   

地域を中心とする保健医療に関する研究協力の充実を図ることを目的とする。  

また、平成19年4月に開催された日中韓三国保健大臣会合において発表された   

「日中韓三国保健大臣会合共同声明」の実現に向け、医薬品の国際共同開発及び   

臨床データ共有を推進する観点から、民族的要因等を明らかにするための研究を   

行う。  

2．国際医学協力研究事業   

我が国と米国が共同して、アジア地域にまん延している疾病に関する研究を行   

うことを目的とした「日米医学協力計画」の下で、アジアにおける感染症、栄養・   

代謝関連疾患、環境と遺伝要因による疾患といった幅広い分野における諸課題の   

改善・克服に向けて取組む。  

②課題採択・資金配分の全般的状況   

・事業予算額 48・1，920干円（対平成20年度予算比260．3％）   
・申請件数  39 件  
■採択件数  22 件  

③研究成果及びその他の効果  

1．地球規模保健課題推進研究事業  

1ミレニアム開発目標の達成のための国際協力を効果的に推進するために必要な   

方策等を検討する研究として、「MDG4・5を達成するための保健システム強化に   

関する研究」、「国連ミレニアム開発目標達成のための保健人材強化に関する研   

究」、「水供給分野の国際協力における総合援助手法に関する研究」、「コムギ無   

細胞タンパク質合成法を活用したマラリアワクチン候補抗原の網羅的探索技術  

の開発に関する研究」を行っている。  

・気候変動の健康影響や新興国における交通外傷の増加など、国際社会が新たに   

直面している課題に対しても、「熱帯地域における紫外線による眼疾患の実態調   

査と小児期服部被曝の影響の解明に関する研究」や「日本の道路安全と外傷予   

防に関する経験を活用した途上国の外傷予防に関する研究」で対応を検討して  

いる。  

・日本の国際社会に対する貢献が、より効果的で存在感のあるものとなるよう、   

保健医療政策策定に資する人材養成のあり方を体系的に整理し、それらの人材  

を効果的に活用する方策を検討した。  

・医薬品の薬物動態特性を東アジア民族間で厳密に比較するため、臨床研究の対   

象薬の選定及び同一研究計画に基づく臨床研究の実施を行った。   

一平成21年度に同一研究計画に基づく臨床研究を実施するための体制を構築し  
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た。  

臨床研究実施施設との調整等に時間を要したため、薬物血中濃度の測定は年度  

内に完了できなかった。  

2．国際医学協力研究事業  

・腸管感染症病原体10種類を一度に高感度で迅速かつ簡便に検出するシステム   

を開発し国際特許を出願した。腸炎ビブリオでは世界的に流行している新型ク   

ローンの分離・同定に成功し、輸出入二枚貝が伝搬経路となっていることをパ   

ルスフィールド系統解析により証明した。  

・遺伝子傷害性の解析から自生植物由来のアリストロキア酸（AA）をバルカン腎症   

の原因物質であること特定した本研究や他の研究者の報告と合わせて、アリス   

トロキア酸は、「IARC発がん性リスクー覧」で、Group2Aから1にアップグレ   

ードされた。   

tベトナムにおけるメタポリツクシンドローム及び糖尿病の疫学調査を行い、デ   

ータが集積され、日・米及びベトナムとの比較検討が可能な状況となりつつあ  

る。  

・新型インフルエンザについては脳症や重症肺炎（わが国の小児で多発）などの   

合併症の現状と病態など重要な知見が得られた。  

原著論文（件）  その他論文（件）  学会発表（件）  その他（件）  

英文等  英文等  出願・取得  

431  26  

④課題と今後の方向性  

1．地球規模保健課題推進研究事業  

本事業は、我が国が進めている保健医療分野における国際協力事業と密接に関  

わる地球規模の保健課題に関して取り組むとともに成果を上げている。保健課題   

の原因究明、効果的な介入方法の検証、人材育成の在り方の検討等を行い、我が   

国の貢献が、より効果的で存在感のあるものとなることが重要であり、今後も引   

き続き、より体系的■戦略的な国際協力政策に資する研究を推進する必要がある。  

また、医薬品の国際共同開発の推進等については、平成22年度は平成21年度   

中に完了できなかった研究を睾施するとともに、21年度とは別の薬剤について東   

アジア民族間での薬物動態特性を比較するための臨床研究を実施する。これらの   

結果から、医薬品の国際共同開発及び臨床データ共有を推進するための医薬品の   

応答性に関する民族的要因等についての知見を得る。   

2．国際医学協力研究事業  

我が国のみならず、アジア地域において問題となる細菌性疾患、ウイルス性疾   

患、寄生虫疾患の予防及び治療に向けた分子■細胞レベルの探索等の基礎的な研  
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究、疫学調査等のほか、栄養・代謝分野としてメタポリツクシンドロームのアジ  

アにおける疫学調査、環境中発がん物質の検索等により、疾病の予防・治療につ  

ながる基礎的な研究をも含めた成果を今後とも着実に上げる必要がある。  
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2．厚生労働科学特別研究事業  
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研究事業：厚生労働科学特別研究事業  

所管課：大臣官房厚生科学課  

①研究事業の目的   

国民の健康生活を脅かす突発的な問題や社会的要請の強し＼諸課題について、  

緊急に行政による効果的な施策が必要な場合、先駆的な研究を支援し、当該課  

題を解決するための新たな科学的基盤を得ることを目的とする。  

②課題採択・資金配分の全般的状況   

暮事業予算額 422，350干円（対平成20年度予算比87．5％）   
－申請件数  28 件  
・採択件数  28 件  

③研究成果及びその他の効果   

緊急性の高い研究課題について、施策に反映するための科学的知見が得られ  

た。特に、年度当初から感染が報告された日用1新型インフルエンザに関する対  

策については、迅速に研究成果が施策に活用された。  

・HINl死亡例が報告されていたメキシコ国立呼吸器センターにて、死亡事例  

の検討を行い、合併症、発症から治療（タミフル投与）開始までの時間が   

長いこと、重症肺炎例はDADであっ美こと等が明らかになった。  

・我が国においても、HINlの臨床像を踏まえ、診療に関するガイドライン及  

び症例集を作成、厚生労働省のホームページにおいて公表した。特に、小   

児の喘息患者における重症化の機序を解明し、診療の手引き暫定版ver．3  

や小児の重症例に対する重症化阻止マニュアルを作成した。  

・また、慢性疾患を有するハイリスク者に向けて、その効果的な情報伝達の   

手法を明らかにし、ぜんそくや糖尿病等の患者が中心となって4種類のパ  

ンフレット（「ぜんそくなどの呼吸器疾患のある人へ」、「糖尿病または血糖   

値が高い人へ」、「がんで治療中の人へ」、「妊娠中の人や授乳中の人へ」）を   

作成し、2009年12月には厚生労働省のホームページに掲載し、多数のアク   

セスがあった。また、それぞれの患者団体関係者により、情報誌、ホーム  
ページ 、講演会等を通じて広報・普及が行われた。  

・自治体における対応に閲し、保健所、都道府県等の感染症対策課、市町村、   

小・中・高等学校等を対象に、H川1感染への公衆衛生対応の状況について、   

数量的調査を行うとともに、対応した関係者等への質的調査を行い、その   

対応の実際や今後の課題を明らかにした。 

新型インフルエンザ以外の研究課題としては、  

・HTLV－1母子感染について、4ケ月以上の母乳晴育で17．7％と高率となるこ   

と、症例数は十分ではないが、3ケ月以内の母乳晴育や凍結母乳により母子   

感染率を約3％まで減少させることを明らかにした。また一次抗体スクリー   

ニングで0．05－0．59％の偽陽性が生じるため、ウエスタンブロツト法による   

確認試験が必要であることが判明した。さらに確認試験を行なっても   

15－20％前後が判定保留となるため、これらの症例に対するPCR法をも含め  
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Ⅱ・厚生科学基盤研究分野  
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3．先端的基盤開発研究事業  
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研究事業名：再生医療実用化研究事業  

所管課：医政局 研究開発振興課  

①研究事業の目的  

再生医療は、健康寿命の延伸に寄与する次世代医療技術であり、その実用化へ   

の期待は大きい。本事業では、新たな再生医療技術の開発について、疾患への応   

用を見据えた研究開発の実施、安全・品質に配慮した技術開発の推進を図ること   

を目的としている。  

②課題採択・資金配分の全般的状況  

・事業予算額 539，674干円（対平成20年度予算比102％）  
・申請件数  90 件  
・採択件数  23 件  

③研究成果及びその他の効果  

・再生医療・細胞治療の場で汎用性のある、4つのシステムを開発・検証し、安全  

性と品質が担保された細胞製剤の規格作りに寄与した。  

細胞組織加工医薬品の品質・安全性の確保を目的として、基盤技術の開発を実施  

し、合理的な品質管理法の策定や安全性の高い細胞組織加工医薬品等の開発及び  

実用化の適正な推進に寄与した。  

原著論文（件）  その他論文（件）  学会発表（件）  その他（件）  

英文等  出願・取得  

95  15  

④課題と今後の方向性  

公募課題について①各分野（心臓■血管、感覚器他）における再生医療技術の   

臨床応用に向けた研究、及び②再生医療実用化に関連した細胞・組織等を用いる   

治療技術の安全性・品質の確保に関する技術研究の二つを柱とした一般公募型に   

加え、③若手育成型を設け、再生医療技術開発に繋がる有望なシーズを支援して   

いく。  
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研究事業名：創薬基盤推進研究事業 ヒトゲノムテーラーメード研究事業  

所管課： 医政局 研究開発振興課  

①研究事業の目的  

本事業は、疾患関連遺伝子やその機能、ファーマコゲノミクス分野で明らかに   

なった医薬品の反応性に関与する遺伝子などのゲノム関連知見を基に、’バイオイ   

ンフォマテイクス技術を駆使して、がん、認知症、生活習慣病その他日本人に代   

表的な疾患について個人の遺伝子レベルにおける差異を踏まえた診断、治療法の   

実用化に向けた研究を通じ、個別化医療の実現を目的としている。  

②課題採択一資金配分の全般的状況  

・事業予算額 791，155干円（対平成20年度予算比55．0％）  
・申請件数  15 件  
1採択件数  15 件  

③研究成果及びその他の効果  

肺がんにおける主要原因遺伝子を同定する目的で、遺伝子スクリーニング法を開  

発し、新規がん遺伝子EML4－ALKを発見することに成功した。  

ゲノム全体を対象とした人類遺伝学的手法を駆使して，川崎病の発症関連遺伝子  

の一つを明らかにするとともに、他のゲノム領域から発症関連遺伝子を複数同定  

した。  

原著論文（件）  その他論文（件）  学会発表（件）  その他（件）  

英文等  出願■取得  

270  

④課題と今後の方向性  

事業内容を継続案件中心にしていき、平成22年度の予算額を縮小するととも   

に、今後はバイオマーカー探索研究に重点を移していく予定。  
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研究事業名二 創薬基盤推進研究事業 創薬バイオマーカー探索研究事業  

所管課： 医政局 研究開発振興課  

①研究事業の目的  

本事業は、トランスクリプトーム分野及びたんばく分野よりなる事業であり、   

創薬ターゲットに活用できるバイオマーカー・タンパク質の探索、機能解析及び   

臨床研究の推進を行う。  

②課題採択■資金配分の全般的状況  

・事業予算額1．020，248千円（対平成20年度予算比87．1％）  
・申請件数  13 件  
・採択件数  13 件  

③研究成果及びその他の効果  

薬物誘導性肝障害のメカニズムの解明と予測試験系の構築とその評価を行い、薬  

物投与における重篤な薬物誘導性臓器障害、特に肝障害の発現を回避するための  

研究を実施した。  

トキシコゲノミクスデータベース■解析システム・安全性予測システムを備えた  

統合システム（TG－GATEs）を用いて、①安全性予測向上■安全性バイオマーカー  

の開発、②副作用用促成の向上、③レギュラトリーサイエンスの基盤形成を進め  

た。  

その他論文（件）  学会発表（件）  原著論文（件）  その他（件）  

出願・取得  

④課題と今後の方向性  

本事業は、事業の組み替えにより平成20年度から開始された、トランスクリプ   

トーム分野及びたんばく分野よりなる事業である。トランスクリプトーム分野で   

は、トキシコゲノミクス研究にて構築した動物におけるトキシコゲノミクス・デ   

ータベースの活用を促進する研究とともに、ヒトへの安全性評価の外挿性の向上   

や肝・腎毒性以外のターゲットへの拡大等の研究など、創薬を効率的に実施する   

ことを可能とする包括的なトランスクリプトーム解析を実施する。たんばく分野   

では、疾患関連たんばく質を検索し、質量分析装置を利用した配列同定研究に加   

え、バイオマーカー・タンパク質の探索、機能解析などを実施する。  
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研究事業名：創薬基盤推進研究事業 次世代ワクチン開発研究事業  

所管課：医政局 研究開発振興課  

①研究事業の目的  

本事業は、感染症のみならず、がん、認知症等に対するワクチンの開発による   

疾患の予防や、組織培養や遺伝子組換えたんばく技術等のワクチン製造技術の低   

コスト化一効率化などにより、国民の健康福祉を増進させることを目的とする。  

②課題採択一資金配分の全般的状況   

■事業予算額 91，000干円（対平壌20年度予算比91．0％）  
1申請件数  3 件   

■採択件数  3 件  

③研究成果及びその他の効果  

・CTLを効率よく誘導するためには、HSPq抗原ペプチド複合体がどのように誘導さ  

れることが重要なのかを明らかにするとともに、このような複合体がin vル0の  

腫瘍拒絶モデルでも効率よく働くことを確認した。  

・ヒトに応用可能なM細胞標的型粘膜ワクチンを開発するため、モノクローナル抗  

体の特異性を詳細に検討すると同時に、M細胞標的型粘膜ワクチンのキャリアー分  

子としての効果を、ヒト扁桃組織を用いた組織培養法により精査した。  

原著論文（件）  その他論文（件）  学会発表（件）  その他（件）  

出願t取得  

④課題と今後の方向性  

公募研究事業を分類・整理してわかりやすくするため、平成22年度から、「次   

世代ワクチン開発研究」と「生物資源創薬モデル動物研究」を統合し、これら既   

存研究を主とした創薬基盤推進全般のための研究事業に改組したところ。  
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研究事業名：医療機器開発推進研究事業 医工連携研究推進基盤研究事業  

所管課： 医政局 研究開発振興課  

①研究事業の目的   

本事業は、我が国で行われる医工連携研究の質の向上を目的として、医療機関   

において行われる医療機関・教育機関等の医工連携研究を支える基盤の整備を、   

革新的医療機器開発の場を提供する観点及び人材育成の観点から効率的に行う研   

究である。  

②課題採択・資金配分の全般的状況  

・事業予算額 196，000千円（対平成20年度予算比98．0％）  
・申請件数  3 件  

・採択件数  3 件  

③研究成果及びその他の効果  

循環器系シミュレータ技術を用いた外科訓練センターの創設を目的として、技能  

研究室、GLP対応実験室及び医療情報解析室を体験型実験環境として整備するとと  

もに、試験的な教育を行った。  

・「先端的循環器系治療機器の開発と臨床応用、製品化に関する横断的・統合的研究」   

に取り組んだ。その結果、「治験拠点医療機関」、「医療機器開発の実績を有する医  

工学研究施設」、「医療クラスター」といった連携体制を、国立循環器病センター   

を中核として構築し、様々な治療機器の研究に着手した。  

原著論文（件）  その他論文（件）  学会発表（件）  その他（件）  

出願■取得  

④課題と今後の方向性  

医工連携研究の推進に向けた医療機器開発及び人材育成の場の提供並びに教育   

プログラム開発等基盤構築に関する研究を実施している。本事業は、産学連携及   

び医師の技能研修に係る各機関の実績、育成・実地トレーニング、臨床医の技能   

研修■トレーニングに向けたツールの開発、‘臨床医への教育プログラムの策定に   

係る研究計画の具体性、研究成果の長期的活用内容及び各医療機関における医療   

機器開発に係る臨床研究・治験の実績を考慮して推進する。  
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4．臨床応用基盤研究事案  
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研究事業名：医療技術実用化総合研究事業 治験推進研究事業  

所管課二 医政局 研究開発振興課  

①研究事業の目的  

治験環境の整備を行うとともに、医療上必須かつ不採算の医薬品等に関して医師   

主導の治験を行う。これにより、我が国の治験の活性化を図るとともに、患者に必   

要な医薬品等の迅速な提供を可能とする。  

②課題採択・資金配分の全般的状況  

・事業予算額1，236，880千円（対平成20年度予算比91．2％）  

・申請件数  1 件  

・採択件数  1 件  

③研究成果及びその他の効果  

本事業では、治験の実施の準備等に必要な資料の作成や治験実施医療機関の選定   

準備を行う「治験の計画に関する研究」、治験実施医療機関の選定や施設間の調整   

等を行う「治験の調整・管理に関する研究」、選定された治験実施医療機関におい   

て自ら治験を実施する「治験の実施に関する研究」の各分野において研究を実施し   

ているところであり、平成21年度までに18課題の医師主導治験課題を採択し、医   

薬品19品目、医療機器1品目について計22件の治験届を提出し、そのうち、医薬   

品6品目について薬事法上の承認を取得した。  

なお、平成21年度には、以下のとおり1品目について治験を終了し、2品目に   

ついて薬事承認の申請を行った。   

・イリノテカン塩酸塩（難治性小児悪性固形腫癌）（治験終了）   

1沈降不活化インフルエンザワクチン（H5Nl型／小児）（2品目）（申請中）  

また、これまでに治験実施体制の整備を実施するために大規模治験ネットワーク   

を形成し（平成22年3月31日現在の登録医療機関数は1，611施設）、同ネットワ   

ークの中から選定された治験実施医療機関において上記の医師主導治験を実施し   

た。  

このように採算が得られにくい等の理由により企業等が開発に着手しにくいが、   

一方で、保健衛生上極めて重要な医薬品の有効性、安全性の確認のために本事業が   

有効に活用され、それが着実に薬事承認等の実用化に結びついていることは大きな   

成果である。  

原著論文（件）  その他論文（件）  学会発表（件）  その他（件）  

④課題と今後の方向性   

本事業は、医師主導治験を促進するためのものである。医師主導治験の推進につ  
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いては、平成19年3月に策定された「新たな治験活性化5カ年計画」に基づく取  

り組みの一つとして実施しているところであり、引き続き推進する必要がある。  
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Ⅲ．疾病・障幸対策研究分野  
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5．長寿・障害総合研究事業  
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研究事業名：障害保健福祉総合研究事業  

所管課：社会・援護局 障害保健福祉部 企画課  

（D研究事業の目的  

障害保健福祉施策においては、障害者がその障害種別に関わらず、地域で自立   

して生活できることを目的に、障害者自立支援法による新しい障害保健福祉制度   

の枠組みを構築しようとしている。そのため、地域生活支援を理念として、身体   

障害J知的障害、精神障害及び障害全般に関する予防、治療、リハビリテーショ   

ン等の適切なサービス、障害の正しい理解と社会参加の促進方策、障害者の心身   

の状態等に基づく福祉サービスの必要性の判断基準の開発、地域において居宅■   

施設サービス等をきめ細かく提供できる体制づくり等、障害者の総合的な保健福   

祉施策に関する研究開発を推進する。  

②課題採択・資金配分の全般的状況  

・事業予算額  22’1，047干円（対平成20年度予算比90．9％）  

・申請件数  64 件   

■採択件数  34 件  

③研究成果及びその他の効果  

・補装具等の価格に関して、経済学的観点から分析を行い、適正な価格設定に資  

する研究成果を得、支給単価等の設定に反映された。   

t障害者自立支援機器の一つであるブレイン■マシン・インターフェースの実用  

化に向けて、臨床実証研究につなげるまでの研究成果を得た。  

・養育に困難を抱える保護者の健診評価尺度（自己記入式調査表）の開発が進め  

られた。これにより、子育てに不安を抱える保護者を的確に把握し、支援につ  

なげられることが期待される。  

・盲導犬の生殖工学に関する基礎的研究成果を得、補助犬育成体制確立のために  

貢献した。  

・取組の遅れている分野にあるトウレット症候群に関する総合的取組として、実  

態把握や治療支援を深化させる研究が進み、普及啓発のための冊子作成が進め  

られた。  

原著論文（件）  その他論文（件）  学会発表（件）  その他（件）  

英文等  出願一取得  

30  

④課題と今後の方向性  

障害者基本法、障害者自立支援法の趣旨を踏まえつつ、総合的な障害者対策を   

推進するため、イノベーション25などの政府の技術開発方針に沿った、障害者の   

自立を支援する技術開発を一層強化するとともに、根拠に基づく障害保健福祉施   

策の実現に資する研究を一層促進する。  
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研究事業名：感覚器障害研究事業  

所管課：社会・援護局 障害保健福祉部 企画課  

①研究事業の目的  

視覚、聴覚t平衡覚等の感覚器機能の障害は、その障害を有する者の生活の質  

（QOL）を著しく損なうが、障害の原因や種類によっては、その軽減や重症化の防止、   

機能の補助・代替等が可能である。そのため、これらの障害の原因となる疾患の   

病態・発症のメカニズムの解明、発症予防、早期診断及び治療、障害を有する者   

に対する重症化防止、リハビリテーション及び機器等による支援等、感覚器障害   

対策の推進に資する研究開発を推進し、研究成果を国民に還元する。  

②課題採択■資金配分の全般的状況   

■事業予算額  381，481干円（対平成20年度予算比88．4％）   

一申請件数  52 件  

・採択件数  19 件  

③研究成果及びその他の効果  

・耳漏、外耳道閉鎖等により、既存の気道補聴器が使えない難聴者が使用可能な  

新たな補聴器を開発した。  

・難聴の検査・診断に関し、多施設共同研究体制をとり、遺伝子診断の臨床応用  

等へ貢献した。  

・未熟児網膜症に対する手術療法の時期等、多施設間での連携体制を構築し、治  

療プロトコールの標準化に向けた研究が進められた。  

・網膜に対する電気刺激に基づいた人工視覚システムを開発し、動物実験レベル  

まで到達した。  

原著論文（件）  その他論文（件）  学会発表（件）  その他（件）  

英文等  出願・取得  

74  

④課題と今後の方向性  

障害者基本法、障害者自立支援法の趣旨を踏まえつつ、感覚器障害対策を推進   

するため、イノベーション25などの推進方針に沿った、わが国の国力を向上させ   

る研究開発を促進するとともに、EBMを向上させるための知見を得る研究を引き   

つづき促進する。  
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研究事業名：長寿科学総合研究事業  
所管課二 老健局 総務課  

（D研究事業の目的  

高齢者の介護予防や健康保持等に向けた取組を一層推進するため、高齢者に特   

徴的な疾病・病態等に着目し、それらの予防、早期診断及び治療技術等の確立に   

向けた研究を推進する。  

②課題採択・資金配分の全般的状況   

t事業予算額  720，290千円（対平成20年度予算比87．5％）  
・申請件数  90 件  
・採択件数  43 件  

③研究成果及びその他の効果  

・硬骨細胞前駆細胞の遊走制御という新たなアプローチによる骨組髭症治療の基  

礎研究を行い、動物実験において有効な結果を得た。本機序による新規骨粗髭  

症治療薬は、高齢者の骨折予防に役立つと期待される。  

・食生活と循環器疾患死亡リスクの関連、高血圧一喫煙・血清低アルブミンとADL  

低下リスクとの関連を明らかにした。その成果をもとに、食生活を要因とした  

循環器死亡予測チャートを作成中であり、その活用により国民が、循環器疾患  

のリスク評価を簡便に行えるようになることが期待される。  

・裾療の肉眼的所見の定義化、その創表面に特徴的な蛋白質（LTBPl）の解析を行  

い、その病態に基づいた外用治療選択と予防への指針が示された。   

一訪問看護・介護が24時間効果的・効率的に提供できる仕組みづくりのための研  

究を実施し、訪問看護ステーションの体制構築方法のマニュアルが作成された。  

本マニュアルの活用が、より効果的・効率的な訪問看護・介護サービスの提供  

に役立つと期待される。  

その他論文（件）  学会発表（件）  その他（件）  原著論文（件）  

出願・取得  

④課題と今後の方向性  

介護予防対策の一層の推進に資するため、運動器疾患対策を引き続き重点的に   

推進し、具体的には、骨粗髭症の診断・治療、膝痛・腰痛対策、加齢性筋肉減弱   

現象等についての研究を強化・推進していく。また、高齢化社会への対応に必要   

な訪問看護の質の向上に向けた研究や口腔機能の維持・向上に関する研究も引き   

続き推進していく。  
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研究事業名：認知症対策総合研究事業  
所管課：老健局 総務課  

①研究事業の目的  

認知症に対して、医療・福祉の両分野が連携した総合的な対策を推進するため、   

「実態把握」、「予防」、「診断」、「治療」、「ケア」という観点に立ち、重点的な研   

究を推進する。  

②課題採択・資金配分の全般的状況  

・事業予算額  349，300干円  
（平成21年度より長寿科学総合研究事業から分離）  

・申請件数  55 件  
・採択件数  20 件  

③研究成果及びその他の効果  

・アルツハイマー病の客観的評価基準の確立を目的とした多施設研究（」－ADNりに  

おける、プロトコル策定等の基盤整備が行われた。本研究は認知症領域におけ  

る世界トップレベルの多施設研究であることから、得られた知見を活用するこ  

とにより、わが国の認知症医療の大きなレベルアップにつながることが見込ま  

れる。   

■アルツハイマー病発症の鍵を握っていると考えられるアミロイドβ蛋白の細胞  

内蓄積に、軸索輸送モーター蛋白（ダイニン）の機能障害が関与していることが  

明らかにされた。この結果は、アルツハイマー病に対する新たな治療の実現に  

寄与することが見込まれる。  

・認知症高齢者の自動車運卓云に対する社会支援のあり方に関して検討し、家族介   

護者に対する「支援マニュアル」が作成された。本マニュアルは認知症高齢者  

の地域における自立した生活の継続に寄与することが見込まれる。  

・カニクイザルの内頸動脈にマイクロビーズを投与して、再現性の高い血管性認   

知症モデルを作成する事に成功した。今後、本モデルを活用することにより、   

診断薬・予防治療薬開発が飛躍的に発展することが見込まれる。  

原著論文（件）  その他論文（件）  学会発表（件）  その他（件）  

出願・取得  

④課題と今後の方向性  

認知症の発症メカニズム及び治療法に関する新たな知見が着実に得られてい   

る。臨床応用の実現には更なる研究成果の蓄積が待たれるところである。   

平成22年度は、認知症ケアに関する研究に重点的に資源を投入し、海外の知見   

を参考とするとともに、機器や汀の活用も視点に入れつつ、より有効な認知症ケ   

ア・自立支援の確立に向けた研究を強化・推進していく。  
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6．子とも家庭総合研究事業  
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研究事業名：子ども家庭総合研究事業  

所管課：雇用均等・児童家庭局母子保健課  

（D研究事業の目的  

政府の最優先課題の一つである子ども・子育て支援対策の一環として、「子ども   

が健康に育つ社会、子どもを生み、育てることに喜びを感じることができる社会」   

の実現のため、次世代を担う子どもの健全育成等に資する科学的研究に取り組む   

ことにより、母子保健、児童福祉施策の総合的、計画的推進に資することを目的   

とする。  

②課題採択■資金配分の全般的状況  

・事業予算額 483．534千円（対平成20年度予算比89．2％）  
・申請件数  56 件  
・採択件数  23 件  

③研究成果及びその他の効果  

本研究事業では、「新健康フロンティア戦略」に基づく子どもを守り育てる健康   

対策、少子化対策の具体的実施計画である「子ども・子育て応援プラン」、母子保   

健の国民運動計画である「健やか親子21」に基づく母子保健施策等を効果的に推   

進するための科学研究を推進しており、各領域で大きな成果を得られている。  

以下において、本研究事業の成果の例をあげる。   

一総合周産期母子医療センターにおける医療の質の評価手法を開発  

・タンデムマス法を用いたマススクリーニングに関するQ＆Aを一般向けに作成、  

市町村等に配布 

・NICU長期入院児等のための在宅医療支援マニュアルを医療者向けに作成   

暮種々の成育疾患に関する症例情報を統合し、成育疾患に関する包括的データベ  

ースを構築  

・生殖補助医療により生まれた児の長期予後評価のための長期フォローアップ体  

制を検証  

・不育症の症例情報を収集し、原因別頻度等を分析  

・／ト児の臨床遺伝子診断を実施する際の統一説明同意文書案を作成  

・妊産婦死亡原因解明等のために妊産婦死亡剖検マニュアル案を作成  

原著論文（件）  その他論文（件）  学会発表（件）  その他（件）  

出願・取得  

④課題と今後の方向性  

本研究事業では、従来から、小児慢性疾患、周産期疾患、生殖補助医療とこれ   

に関連する生命倫理、母子保健、児童福祉の広範な分野の研究課題にバランス良   

く取り組んできたところである。しかし、子どもを取り巻く社会、家庭環境の変  
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化により、本研究事業において取り組むべき課題が急激に変化するとともに、  

益々、多様化しているため、多様なニーズへの対応が求められている。引き続き  

広範な分野の研究課題に取り組むとともに、政策的に重要かつ対応が必要な課題  

についても重点化して取り組んで行くこととしている。  
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